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貸借対照表（平成19年３月31日現在） 
 （単位：百万円）
 科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  

預 金 590,211 

当 座 預 金 11,559 

普 通 預 金 213,910 

貯 蓄 預 金 10,206 

通 知 預 金 2,244 

定 期 預 金 329,534 

定 期 積 金 15,361 

そ の 他 の 預 金 7,394 

借 用 金 1,533 

借 入 金 1,533 

社 債 1,200 

そ の 他 負 債 1,990 

未 払 法 人 税 等 49 

未 払 費 用 557 

前 受 収 益 370 

給 付 補 て ん 備 金 6 

そ の 他 の 負 債 1,006 

退 職 給 付 引 当 金 2,411 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 172 

再評価に係る繰延税金負債 1,291 

支 払 承 諾 8,930 

負 債 の 部 合 計 607,741 

（ 純 資 産 の 部 ）  

資 本 金 8,233 

資 本 剰 余 金 6,163 

資 本 準 備 金 6,154 

そ の 他 資 本 剰 余 金 8 

利 益 剰 余 金 8,118 

利 益 準 備 金 1,899 

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,218 

退 職 慰 労 積 立 金 149 

別 途 積 立 金 4,713 

繰 越 利 益 剰 余 金 1,355 

自 己 株 式 △   47 

株 主 資 本 合 計 22,466 

その他有価証券評価差額金 △    602 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △    1 

土 地 再 評 価 差 額 金 1,683 

評価・換算差額等合計 1,079 

（ 資 産 の 部 ） 

現 金 預 け 金 

現 金 

預 け 金 

コ ー ル ロ ー ン 

買 入 金 銭 債 権 

商 品 有 価 証 券 

商 品 国 債 

有 価 証 券 

国 債 

地 方 債 

社 債 

株 式 

そ の 他 の 証 券 

貸 出 金 

割 引 手 形 

手 形 貸 付 

証 書 貸 付 

当 座 貸 越 

外 国 為 替 

外 国 他 店 預 け 

買 入 外 国 為 替 

取 立 外 国 為 替 

そ の 他 資 産 

前 払 費 用 

未 収 収 益 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

その他の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他の無形固定資産 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

 

27,592 

16,038 

11,553 

15,800 

0 

51 

51 

116,252 

47,607 

3,298 

41,454 

8,607 

15,283 

450,753 

7,073 

56,943 

351,386 

35,348 

166 

154 

0 

11 

1,970 

10 

870 

57 

1,031 

8,447 

1,714 

5,824 

6 

902 

409 

405 

3 

5,409 

8,930 

△  4,493 
純 資 産 の 部 合 計 23,546 

資 産 の 部 合 計 631,287 負債及び純資産の部合計 631,287 



 

 
 

 

 

 

損益計算書 平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで  

 （単位：百万円）
 科 目 金 額 

経 常 収 益 15,395

資 金 運 用 収 益 11,839

貸 出 金 利 息 10,413

有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,046

コ ー ル ロ ー ン 利 息 152

預 け 金 利 息 220

そ の 他 の 受 入 利 息 6

役 務 取 引 等 収 益 2,176

受 入 為 替 手 数 料 735

そ の 他 の 役 務 収 益 1,441

そ の 他 業 務 収 益 151

外 国 為 替 売 買 益 26

商 品 有 価 証 券 売 買 益 6

国 債 等 債 券 売 却 益 118

そ の 他 の 業 務 収 益 0

そ の 他 経 常 収 益 1,227

株 式 等 売 却 益 999

そ の 他 の 経 常 収 益 227

経 常 費 用 13,899

資 金 調 達 費 用 1,022

預 金 利 息 770

借 用 金 利 息 42

社 債 利 息 16

そ の 他 の 支 払 利 息 192

役 務 取 引 等 費 用 958

支 払 為 替 手 数 料 128

そ の 他 の 役 務 費 用 830

そ の 他 業 務 費 用 145

国 債 等 債 券 売 却 損 69

国 債 等 債 券 償 還 損 76

営 業 経 費 9,292

そ の 他 経 常 費 用 2,480

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,214

貸 出 金 償 却 1,134

株 式 等 売 却 損 24

そ の 他 の 経 常 費 用 106

経 常 利 益 1,496

特 別 利 益 104 

償 却 債 権 取 立 益 104  

特 別 損 失 181 

固 定 資 産 処 分 損 12  

減 損 損 失 13  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 145  

そ の 他 の 特 別 損 失 10  

税 引 前 当 期 純 利 益 1,419

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 265

法 人 税 等 調 整 額 324

当 期 純 利 益 829
 

(          )



 

 
 

 

 

 

（貸借対照表の注記） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子

法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の

市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動

平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、

全部純資産直入法により処理しております。 

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

５．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ９年～３０年 

動 産  ３年～２０年 

６．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

７．株式交付費は支出時に全額費用として処理しております。 

８．外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

９．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権

（要注意先債権のうち、貸出条件緩和債権等を除く。）に相当する債権については、過去の一定期間におけ

る各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。要注意先債権のうち貸出条件緩和

債権等については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額に

ついて過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。また、現在

は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発

生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、

「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額

から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証

による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ

の金額は７，１９０百万円であります。 

10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

11．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

12．外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建

取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25

号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等

の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッ

ジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認する

ことによりヘッジの有効性を評価しております。 

13．デリバティブ取引のうち、ヘッジ対象となる一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を

行っております。 



 

 
 

 

 

 

14．消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

15．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額    ２７百万円 

16．関係会社の株式総額    ３百万円 

17．関係会社に対する金銭債権総額     ５，４６４百万円 

18．有形固定資産の減価償却累計額     ８，９６７百万円 

19．有形固定資産の圧縮記帳額         ５０２百万円 

20．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部等については、所有権移転外ファイナンス・

リース契約により使用しております。 

21．貸出金のうち、破綻先債権額は１，８７６百万円、延滞債権額は１３，７０１百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第

96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金でありま

す。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

22．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は３６９百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

23．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６，９３７百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

24．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２２，８８５百万

円であります。 

なお、21．から24．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

25．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に

基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、 

３，００４百万円であります。 

26．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は７，０７３百万円であります。 

27．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券    ４，６５３百万円 

現金          ６百万円 

担保資産に対応する債務 

預金      ３，２４５百万円 

上記のほか、為替決済、手形交換等の取引の担保として、有価証券２８，７３７百万円を差し入れており

ます。 

また、その他の資産のうち保証金は４２百万円、敷金は１６百万円であります。 



 

 
 

 

 

 

28．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日                        平成11年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法      土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法に基づ

いて、（奥行価格補正、側方路線影響加算、不整形地補

正による補正等）合理的な調整を行って算出 

  同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額との差額   ２,１９５百万円 

29．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１,５００

百万円が含まれております。 

30．社債は、劣後特約付社債であります。 

31．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（証券取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保

証債務の額は９９０百万円であります。 

  なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省

令第10号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第38号平成19年４月17

日）により改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当

期から相殺しております。 

  これにより、従来の方法に比べ支払承諾及び支払承諾見返は、それぞれ９９０百万円減少しております。 

32．１株当たりの純資産額     ２４８円１２銭 

  「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平成14年９月25

日）が平成18年１月31日付で改正され、会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになったこ

とに伴い、当期から同適用指針を適用し、１株当たり純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しており

ます。これによる１株当たりの純資産額への影響は軽微であります。 

33．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

  剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、

当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として

計上しております。 

  当期における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、８３百万円であります。 

34．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」

「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。以下、38まで同様であ

ります。 

売買目的有価証券 

 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

当期の損益に含まれた評価差額 

（百万円） 

売買目的有価証券 ５１ △０ 

 



 

 
 

 

 

 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円） 

国 債 １，０００ ９７２ △２７ － ２７ 

地方債 １，８１８ １，７８８ △３０ － ３０ 

社 債 １，３００ １，２９４ △５ － ５ 

その他 ３，５００ ３，４２１ △７８ ３ ８１ 

合 計 ７，６１８ ７，４７６ △１４１ ３ １４５ 

 

子会社・子法人等株式で時価のあるものはありません。 

 

その他有価証券で時価のあるもの 

 

 
取得原価 

（百万円） 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円） 

株 式 ７，０５０ ７，８３５ ７８４ ９６８ １８３ 

債 券 ８８，８８５ ８７，２５２ △１，６３３ ４３ １，６７６ 

国 債 ４８，０２０ ４６，６０７ △１，４１３ ４ １，４１８ 

地方債 １，５００ １，４８０ △２０ ０ ２１ 

社 債 ３９，３６３ ３９，１６４ △１９８ ３８ ２３７ 

その他 １１，９３０ １１，７３４ △１９５ ９９ ２９５ 

合 計 １０７，８６６ １０６，８２２ △１，０４４ １，１１１ ２，１５６ 

なお、上記の評価差額に繰延税金資産４４１百万円を加えた額△６０２百万円が、「その他有価証券評価

差額金」であります。 

35．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

36．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

その他有価証券 ３４，６３９ １，１１８ ９４ 

37．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券 

社 債 
９９０ 

子会社・子法人等株式 

子会社・子法人等株式 
３ 

その他有価証券 

非上場株式等 
８１７ 

 



 

 
 

 

 

 

38．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであ

ります。 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

債 券 ５４１ ６２，６２９ １１，２１３ １７，９７６ 

 国 債 － ２２，９０６ ７，６９６ １７，００４ 

地方債 ２８１ ２，３５８ ６５９ － 

社 債 ２６０ ３７，３６４ ２，８５７ ９７２ 

その他 － ３，４６５ ２，０００ １，５７０ 

合 計 ５４１ ６６，０９５ １３，２１３ １９，５４７ 

39．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１４８，７０７百万円であります。このうち契約残存期

間が１年以内のものが１４２，２３９百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業

況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

40．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

   繰延税金資産 

    貸倒引当金損金算入限度超過額         ３，６６５百万円 

    退職給付引当金損金算入限度超過額         ９７４ 

    減価償却損金算入限度超過額            ３９０ 

    有価証券償却否認額                １４０ 

その他有価証券評価差額金             ４４１ 

その他                      ２７８ 

   繰延税金資産小計                ５，８９０ 

   評価性引当額                   △４８１ 

   繰延税金資産合計                ５，４０９ 

   繰延税金資産の純額               ５，４０９百万円 

41．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月

９日）が会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60

号平成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになっ

たことに伴い、当期から以下のとおり表示を変更しております。 

 （１） 「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価・換算差額等に区分のうえ表示しておりま

す。 

      なお、当期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は２３，５４７百万円でありま

す。 

 （２） 「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」及び「当期未処分利益」は、「その他利益剰余 

金」の「退職慰労積立金」、「別途積立金」及び「繰越利益剰余金」として表示しております。 

  



 

 
 

 

 

 

（３） 総額で「繰延ヘッジ損失」及び「繰延ヘッジ利益」として「その他資産」及び「その他負債」に含

めて計上していたヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の

「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しております。 

（４） 「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。 

（５） 「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示し

ております。 

     ① 「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形固定資産」中の「建物」「土地」「その他の

有形固定資産」に区分表示し、「建設仮払金」は、「有形固定資産」中の「建設仮勘定」として

表示しております。 

     ② 「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金は、「無形固定資産」中の「その他の無形

固定資産」として、保証金は、「その他資産」中の「その他の資産」として表示しております。 

     ③ 「その他資産」中の「その他の資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資

産」中の「ソフトウェア」として表示しております。 

42．「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第

21号平成18年９月８日）が公表日以後終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から

同実務対応報告を適用しております。なお、これによる貸借対照表等に与える影響はありません。 

43．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく当期末にお

ける必要額を計上しております。 

従来、役員退職慰労金は支出時の費用として処理しておりましたが、当期より改正後の「租税特別措置法

上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証

実務委員会報告第42号平成19年４月13日）を早期適用する方法に変更しております。この変更により、当期

発生額２７百万円は営業経費に計上し、過年度対応額１４５百万円については特別損失に計上しております。

この結果、従来の方法に比較して、経常利益は２７百万円、税引前当期純利益は１７２百万円減少しており

ます。 

なお、当中間期は従来の方法によっております。当中間期において、変更後の方法によった場合、経常利

益は１３百万円、税引前中間純利益は１５８百万円少なく計上されます。 

44．銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準） ９.２０％ 



 

 
 

 

 

 

（損益計算書の注記） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．関係会社との取引による収益 

   資金運用取引に係る収益総額            ８８百万円 

   役務取引等に係る収益総額             ３３百万円 

   その他業務・その他経常取引に係る収益総額     １８百万円 

  関係会社との取引による費用 

   資金調達取引に係る費用総額             １百万円 

   役務取引等に係る費用総額             ５３百万円 

   その他業務・その他経常取引に係る費用総額    ４７４百万円 

３．１株当たり当期純利益金額              ９円７１銭 

４．「動産不動産処分損」は、貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資産」等に区分

されたことに伴い、「固定資産処分損」として表示しております。 

５．従来は損益計算書の末尾において当期未処分利益の計算を表示しておりましたが、当期より株主資本等変

動計算書を作成し、資本金、準備金及び剰余金の状況を表示しております。なお、これに伴い、利益処分計

算書は当期より作成しておりません。 



 
 

 

 

 

連結貸借対照表（平成19年３月31日現在） 
 （単位：百万円）
 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  

預 金 586,727 

借 用 金 2,475 

社 債 1,200 

そ の 他 負 債 4,305 

退 職 給 付 引 当 金 2,411 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 183 

販 売 促 進 引 当 金 17 

再評価に係る繰延税金負債 1,291 

支 払 承 諾 8,930 

負 債 の 部 合 計 607,543 

（ 純 資 産 の 部 ）  

資 本 金 8,233 

資 本 剰 余 金 6,163 

利 益 剰 余 金 8,255 

自 己 株 式 △   47 

株 主 資 本 合 計 22,604 

その他有価証券評価差額金 △  602 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △    1 

土 地 再 評 価 差 額 金 1,683 

評価・換算差額等合計 1,079 

少 数 株 主 持 分 2,128 

（ 資 産 の 部 ） 

現 金 預 け 金 

コールローン及び買入手形 

買 入 金 銭 債 権 

商 品 有 価 証 券 

有 価 証 券 

貸 出 金 

外 国 為 替 

そ の 他 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

その他の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他の無形固定資産 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

 

27,813 

15,800 

0 

51 

116,267 

446,571 

166 

5,016 

11,963 

1,801 

5,855 

6 

4,300 

410 

405 

4 

5,635 

8,930 

△ 5,269 

純 資 産 の 部 合 計 25,812 

資 産 の 部 合 計 633,355 負債及び純資産の部合計 633,355 

 



 

 
 

 

 

 

連結損益計算書 平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで  

 （単位：百万円）
 

科 目 金 額 

経 常 収 益 18,174 

資 金 運 用 収 益 11,974  

貸 出 金 利 息 10,548  

有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,046  

コールローン利息及び買入手形利息 152  

預 け 金 利 息 220  

そ の 他 の 受 入 利 息 6  

役 務 取 引 等 収 益 2,619  

そ の 他 業 務 収 益 2,361  

そ の 他 経 常 収 益 1,218  

経 常 費 用 16,454

資 金 調 達 費 用 1,042

預 金 利 息 768

借 用 金 利 息 64

社 債 利 息 16

そ の 他 の 支 払 利 息 192

役 務 取 引 等 費 用 978

そ の 他 業 務 費 用 1,936

営 業 経 費 9,806

そ の 他 経 常 費 用 2,690

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,393

そ の 他 の 経 常 費 用 1,296

経 常 利 益 1,719

特 別 利 益 108

償 却 債 権 取 立 益 105

そ の 他 の 特 別 利 益 3

特 別 損 失 181

固 定 資 産 処 分 損 12

減 損 損 失 13

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 145

そ の 他 の 特 別 損 失 10

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,646

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 379

法 人 税 等 調 整 額 347

少 数 株 主 利 益 84

当 期 純 利 益 834

(          )



 

 
 

 

 

 

（連結財務諸表の作成方針） 

１ 連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等    ５社 

会社名 

東北ビジネスサービス株式会社 

株式会社東北ジェーシービーカード 

東北保証サービス株式会社 

とうぎん総合リース株式会社 

東北銀ソフトウェアサービス株式会社 

（２）非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

該当ありません。 

（２）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

該当ありません。 

３ 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

３月末日   ５社 

４ 連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

５ のれんの償却に関する事項 

のれんの償却については、発生年度に全額償却しております。 

 



 

 
 

 

 

 

（連結貸借対照表の注記） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価   

証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平 

均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っておりま

す。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

５．当行の有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ９年～３０年 

動 産  ３年～２０年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額

法により償却しております。 

６．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

７．株式交付費は支出時に全額費用として処理しております。 

８．当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

連結される子会社及び子法人等については、該当ありません。 

９．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する

実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債

権（要注意先債権のうち、貸出条件緩和債権等を除く。）に相当する債権については、過去の一定期間にお

ける各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。要注意先債権のうち貸出条件緩

和債権等については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

について過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。また、現

在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者

の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。破産、特別清算等法的に経営破綻の事実

が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、

「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額

から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証

による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ

の金額は７，１９０百万円であります。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要

と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ

ぞれ引き当てております。 

10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおり

であります。 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

11．当行並びに連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 



 

 
 

 

 

 

12．当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における

外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債

務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、

ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認

することによりヘッジの有効性を評価しております。 

連結される子会社及び子法人等については、該当ありません。 

13．デリバティブ取引のうち、ヘッジ対象となる一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を

行っております。 

連結される子会社及び子法人等については、該当ありません。 

14．当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており

ます。 

15．当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額    ２７百万円 

16．有形固定資産の減価償却累計額      １７，９９１百万円 

17．有形固定資産の圧縮記帳額           ５０２百万円 

18．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部等については、所有権移転外ファイナン

ス・リース契約により使用しております。 

19．貸出金のうち、破綻先債権額は１，９６４百万円、延滞債権額は１４，１７６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第

96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金でありま

す。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

20．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は４４１百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

21．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６，９３７百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

22．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２３，５１９百万

円であります。 

なお、19．から22．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

23． ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号

に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、

３，００４百万円であります。 

24．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は７，０７３百万円であります。 

25．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券    ４，６５３百万円 

現金          ６百万円 

担保資産に対応する債務 

預金      ３，２４５百万円 

上記のほか、為替決済、手形交換等の取引の担保として、有価証券２８，７３７百万円を差し入れており

ます。 

また、その他資産のうち保証金は４２百万円、敷金は２０百万円であります。 



 

 
 

 

 

 

26．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価

を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日                        平成11年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法      土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法に基づ

いて、（奥行価格補正、側方路線影響加算、不整形地補

正による補正等）合理的な調整を行って算出 

  同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額    ２,１９５百万円 

27．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１,５００

百万円が含まれております。 

28．社債は、劣後特約付社債であります。 

29．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（証券取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は９９０百万円であります。 

  なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省

令第10号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第38号平成19年４月17

日）により改正され、平成18年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、

当連結会計年度から相殺しております。 

  これにより、従来の方法に比べ支払承諾及び支払承諾見返は、それぞれ９９０百万円減少しております。 

30．１株当たりの純資産額     ２４９円５７銭 

  「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平成14年９月25

日）が平成18年１月31日付で改正され、会社法施行日以後終了する連結会計年度から適用されることになっ

たことに伴い、当連結会計年度から同適用指針を適用し、１株当たりの純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含

めて算出しております。これによる１株当たりの純資産額への影響は軽微であります。 

31．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、

「商品有価証券」が含まれております。以下、35まで同様であります。 

売買目的有価証券 

 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

（百万円） 

売買目的有価証券 ５１ △０ 

 

満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

 

連結貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円） 

国 債 １，０００ ９７２ △２７ － ２７ 

地方債 １，８１８ １，７８８ △３０ － ３０ 

社 債 １，３００ １，２９４ △５ － ５ 

その他 ３，５００ ３，４２１ △７８ ３ ８１ 

合 計 ７，６１８ ７，４７６ △１４１ ３ １４５ 

 



 

 
 

 

 

 

その他有価証券で時価のあるもの 

 

 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表

計上額 

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円） 

株 式 ７，０５１ ７，８３７ ７８６ ９６９ １８３ 

債 券 ８８，８８５ ８７，２５２ △１，６３３ ４３ １，６７６ 

国 債 ４８，０２０ ４６，６０７ △１，４１３ ４ １，４１８ 

地方債 １，５００ １，４８０ △２０ ０ ２１ 

社 債 ３９，３６３ ３９，１６４ △１９８ ３８ ２３７ 

その他 １１，９３０ １１，７３４ △１９５ ９９ ２９５ 

合 計 １０７，８６７ １０６，８２４ △１，０４２ １，１１３ ２，１５６ 

なお、上記の評価差額に繰延税金資産４４１百万円を加えた額△６０１百万円のうち少数株主持分相当額

１百万円を控除した額△６０２百万円が、「その他有価証券評価差額金」であります。 

32．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

33．当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

その他有価証券 ３４，６３９ １，１１８ ９４ 

34．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と連結貸借対照表計上額は、次のとおりでありま

す。 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

満期保有目的の債券 

社 債 
９９０ 

その他有価証券 

非上場株式等 
８３４ 

35．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであ

ります。 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

債 券 ５４１ ６２，６２９ １１，２１３ １７，９７６ 

 国 債 － ２２，９０６ ７，６９６ １７，００４ 

地方債 ２８１ ２，３５８ ６５９ － 

社 債 ２６０ ３７，３６４ ２，８５７ ９７２ 

その他 － ３，４６５ ２，０００ １，５７０ 

合 計 ５４１ ６６，０９５ １３，２１３ １９，５４７ 

 



 

 
 

 

 

 

36．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１６８，９１７百万円であります。このうち契約残存期

間が１年以内のものが１６２，４４８百万円であります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり

ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行

並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること

ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を

徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契

約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

37．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退職給付債務                 △３，１８７百万円 

   年金資産（時価）                  ７５０ 

   未積立退職給付債務              △２，４３７ 

会計基準変更時差異の未処理額              － 

未認識数理計算上の差異                ２５ 

未認識過去勤務債務（債務の減額）            － 

   連結貸借対照表計上額の純額          △２，４１１ 

前払年金費用                  － 

退職給付引当金            △２，４１１ 

38．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月

９日）が会社法施行日以後終了する連結会計年度から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規

則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令

第60号平成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されるこ

とになったことに伴い、当連結会計年度から以下のとおり表示を変更しております。 

 （１） 「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等及び少数株主持分に区分のうえ、

表示しております。 

     なお、当連結会計年度末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は２３，６８５百万円

であります。 

 （２） 総額で「繰延ヘッジ損失」及び「繰延ヘッジ利益」として「その他資産」及び「その他負債」に含

めて計上していたヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の

「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しております。 

（３） 「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。 

（４） 負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示しております。 

（５） 「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示し

ております。 

     ① 「動産不動産」中の「土地建物動産」については、「有形固定資産」中の「建物」「土地」

「その他の有形固定資産」として、また「建設仮払金」については「有形固定資産」中の「建設

仮勘定」として表示しております。 

     ② 「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金は、「無形固定資産」中の「その他の無形

固定資産」に、保証金は、「その他資産」として表示しております。 

③ 「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」中の「ソフトウェ

ア」として表示しております。 



 

 
 

 

 

 

39．「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第20

号平成18年９月８日）が公表日以後終了する連結会計年度に係る連結計算書類から適用されることになった

ことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告を適用しております。なお、これによる連結貸借対照表等

に与える影響はありません。 

40．「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第

21号平成18年９月８日）が公表日以後終了する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連

結会計年度から同実務対応報告を適用しております。なお、これによる連結貸借対照表等に与える影響はあ

りません。 

41．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく当連結会計

年度末における必要額を計上しております。 

従来、役員退職慰労金は支出時の費用として処理しておりましたが、当連結会計年度より改正後の「租税

特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

監査・保証実務委員会報告第42号平成19年４月13日）を早期適用する方法に変更しております。この変更に

より、当連結会計年度発生額３８百万円は営業経費に計上し、過年度対応額１４５百万円については特別損

失に計上しております。この結果、従来の方法に比較して、経常利益は３８百万円、税金等調整前当期純利

益は１８３百万円減少しております。 

なお、当中間連結会計期間は従来の方法によっております。当中間連結会計期間において、変更後の方法

によった場合、経常利益は１３百万円、税金等調整前中間純利益は１５８百万円少なく計上されます。 

42． 販売促進引当金は、連結子会社が行っているクレジットカード業務に係る交換可能ポイントの使用によ

る費用負担に備えるため、当連結会計年度末において将来使用されると見込まれる額を計上しております。 

従来、カード会員に付与した交換可能ポイントの使用により発生する費用については、実際に使用された

時点で費用処理しておりましたが、当連結会計年度より将来の費用負担見込額について販売促進引当金とし

て計上する方法に変更しております。この変更は、交換可能ポイント制について発生主義の会計慣行が定着

しつつあること及び期間損益の適正化と財務体質の健全化を図るためのもので、当連結会計年度末において

交換可能ポイントの将来の使用見込額を合理的に算定できるようになったことによるものであります。この

変更により、当連結会計年度において発生した費用負担見込額１７百万円を営業経費に計上しております。

この結果、従来の方法に比較して、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ１７百万円減少してお

ります。 

なお、当中間連結会計期間は、実績率の算定に必要なデータが収集できなかったため、従来の方法によっ

ております。当中間連結会計期間において当連結会計年度末における実績率に基づき販売促進引当金を計上

した場合、営業経費は１４百万円多く計上され、経常利益及び税金等調整前中間純利益は１４百万円少なく

計上されます。 

43．銀行法施行規則第17条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準） ９.８５％ 

 



 

 
 

 

 

 

（連結損益計算書の注記） 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当たり当期純利益金額     ９円７６銭 

３．「その他の経常費用」には、貸出金償却１，１３７百万円を含んでおります。 

４．「動産不動産処分損」は、連結貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資産」等に

区分されたことに伴い、「固定資産処分損」として表示しております。 
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